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公共企業体としての国鉄の出発

張 風波

1949年 6月1日，国鉄は公共企業体として日本国有鉄道の名称のもとに発足

L，新しく出発して，今日に至った。経営体制の函におけるこのような公共企

業体への転換は，日本固有鉄道の百年の歴史においては，大きな岡期をなすで

きごとであり，極めて重要な段階として，国鉄発展の新しい時代を聞いたので

ある。

日本固有鉄道の経営形態はどうして変らなければならないのであろうか。ま

た，どうして公共企業体とし寸経営体制に転換しなければならないのであろう

か。それを促進 Lてきた第 2次世界大戦直後。歴史的背景を見な円ればならな

いの己ある o そし亡， ζ のような経蛍体制の移行は日本固有鉄道にどんな影響

を与えたか。また， どんな問題を残したか。木文では， 日本固有鉄道の公共企

業体発足における諸問題を論ビてみたい。

I 経営体制改革の経済的背最

このような日本国有鉄道の経営体制改革を促進していた歴史的要因は多くて，

複雑であるが，まず，公共企業体への転換を加速した基本的な経済的背景を見

ょう。

日本経済では，第2次世界大戦の戦時経済下において，物質の不足や軍事支

出によるインフレーションはすでに潜在化し，戦後の経済混乱により，さらに

著しくなった。物価と賃金が急速に高騰した。戦前基準を 100とすると， 1948 

年では，東京卸売物価指数ほ 14，159にのぼり，賃金については，製造業労働者

の場合は 8，861に達した。 この間の生産は停滞に陥り，終戦の1日45年 8月には，

戦前(1935-1937年基準)o~ lO%以下に減退した。 1948年になっても，鉱工業
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生産は戦前の半分にも達してい容かったのである。

戦争直後の国鉄の状況はどうであろう。戦争による施設の荒廃，車両能率の

低下のため，輸送力が著しく減少した。しかも，施設，車両の復旧は，アメリ

カ占領軍によって極端に押えられた。それにもかかわらず，戦争直後の社会経

済情勢は輸送量の増大をまねき，経済復興の先駆者としての国鉄の役割が大き

〈期待された。敗戦後の悪性インフレーショ γ ときびしい経済情勢は，戦災に

よって大きな被害を受けた!l国鉄の経営にも深刻な影響を及ぼした。第 1表で

示されているように， 1日4日年の公共企業体発足までの数年間におい亡は，国鉄

の営業費は毎年もそ白営業収入を上回るほど，急速に上昇し，営業係数の悪化

をもたらした。 1945年に入ると， 日本国鉄史上，初めて営業費は営業収入を超

え，営業係数は 100をついに突破した。これは，国鉄赤字経営の始まりとなっ

たoその後の数年間においても，深亥な状態が続いていた。営業費を指数でみる

と，戦前の1936年を 100Icじて， 1945年では793，1948年は29，151と急騰したヘ

第 1衰 日本国鉄営業収支(1944-1953)
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9.0% 1，499，142 

19.5% 2，932，251 

162.3% 9，871，300 

368.0% 40，674，284 

163.9% 103，299，082 

54.7% 115，219，340 

28.2% 140，107，733 

28.55討 186，494，857 

18.6% 220，313，816 

15.5% 251，750，855 

27.0% 80.4 

95.6% 131，6 

236.6% 168.9 

312.0% 148.7 

154.0% 143.1 

11.5% 103.2 

21.6% 97.9 

33.1% 101，4 

18.1% 101，0 

14.3% 99.9 

1) 戦争による鉄道の被民額は8億4千万円で，被災平は 7%であった。詳しいことは，松好貞
夫・安藤良雄編著 r臼木輸送史』日本評論社， 1971竿， 209--211ベ ジ，近代日本輸送史研究会
編『近代日本輸送史』成山堂書眉， 1979年， 80へージなどを参照。

2) 束1'1'涯樹新報社嗣 r日本艦曹と固有卦道Jl1962年， 51ー~52ベージ乞参照。
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この間の年間亦字累計は4，90億円を超えた。

この営業費の高騰は，物件費と人件費の増大に起因するものである。第2表

で示されているように，公共企業体発足の直前に，人件費と物件費はいずれも

急速に上昇しつづけた。しかも，物件費は1947年に入ると逆転し，人件費を上

回ることになった。このような物件費の大幅な上昇は，物価騰貴によるもので

あり，特に，国鉄で大量に使用する資材の値上げが著しかった。物件費の 3分

のlを占める石炭については， 1947年 7月の新物価体系では，その価格は戦前

の133倍に高騰し，翌年では，戦前の331倍と上昇した。そのほかに，セメント

は86倍，枕木は96倍とそれぞれ上昇した。人件費においても，物価の高騰のた

め，数回の給与の改訂も行われ，国鉄職員の平均基本給は， 1948年度では戦前

の1936年度の約190伯となったヘ

一方，営業収入につレても，物価上昇の影響を受けて，国鉄の運賃は1915-

1948年においては， 4回の運賃改訂を行い，著Lい増加が見られた。しかし，

第2表 日本国鉄営業費内訳(1946-1953)
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1953 
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100，493 
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 115，813 
162，904 

185，357 

212，325 

(100) 

(100) 

(100) 

示計
(100) : 

(100) 

(100) 

(1日8)

4，837 

17，980 
39，143 

51，152 

50，800 

70，610 
80，349 
101，940 

業

件

(50.3) 

(45.3) 

(39目0)

(46.3) 

(43.9) 

(43.3) 

(43.3) 

(48.0) 

4，788 

21，716 

61，350 

59，432 
65，012 

92，294 

105，008 
110，384 

〈単位百万円〉

費

(49.7) 

(54.7) 

(61.0) 

(53.7) 

(56.1) 

(56.7) 

(56.7) 

(52.0) 

(注)1 営業費は純営業費で，減価償却費，除却費，利子および債務取扱諸授を合
んでいない。

2. ~鉄道統計年報~， ~世道要覧』による計算。

3) 同上， 5~ベージを参問。
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それは物価の高騰に及ぶことができな

かった。第3表で示されているように，

一般物価に対する鉄道運賃の水準は，

長期的に比較的に低位に押えられてい

た。特に，第2次大戦中，及びその直

後の1941年一1950年の閣では，最も低

い水準の0.2~0.3 (旅客運賃) と 0.2~

0.4 (貨物運賃) となった。 これは，

鉄道運賃の値上げ以上に一般物価が急

速に上昇したことを意味しているヘ

乙のように，首業費の急上昇に対~，

営業収入は低位に置かれ，閏欽財政が

恵イじしたのである。

鉄道建設費，改良費は，物価昂騰な

どによ勺て，深刻な影響を受けた。そ

の結果，多くの工事は中止せざるをえ

第3表鉄道運賃・ー般物価比率

旅録制血熱年度 消費

1881~1885 

1886~1890 

1891~1895 I 2.2 

1896~19日日 1.7 1.5 

1901~1905 I 1.7 1.4 

1906~191O I 1.5 0.9 

1911......，1915 i 1.3 0.9 

1916~1920 I 1.0 0.5 

1921~1925 I 0.9 0.7 

1926，-....，192リ 1.0 0.9 

1931~1935 I 1.1 1.1 

1日36~1940 I 0.7 0.7 

1941""，1日45I 0.2 0.2 

1946~1950 I 0.3 0.4 

1951~1955 I 05 0.5 

1956......，1960 i 0，6 0.6 

〔資料〕 南亮進「長期怪済統計12，鉄道と電
力~ 62へージ。

なくなった。鉄道建設工事費の財源は， 自己資本金でまかなうことができなく

なり，毎年，巨額の借入金にたよらなければならなくなった。そのため，国鉄

総資本における自己資本と借入資本の比率は，大きな変化が見られた。第 4表

で示されているように，公共企業体発足までの数年間においては，国鉄の資本

(=資本金+資本積立金+利益積立金，ムは繰越欠損金〕が伸び悩む中で，そ

の負債(=長期負債十短期負債+未整理負債なりは，年々急速に増大してき

た。特に， 公共企業体発足直前の1947， 1948の2年間においては， 負債額は

。一般物価に対し，鉄道運茸の水準が相対的に低く押えられていた原阿佐ついては， 商克進氏
は， ，鉄道運賃が一般物価に比べて相対的に低下したのは，鉄道開設当時の運賃が肖すぎたこ
と，その後の鉄道輸送の技怖が韮んだことなどが考えられるが，なんといってもそれは，鉄道運
賃を低い水準にとどめて，経済発展を促進しようという経済政策によるものであった，J(南亮進
『長期経済統計12，鉄道と電力』東洋経済新報社， 1965年， 62 日へージ〉と指摘した。
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第 4表国鉄心資本と負債(公共企業体発足前〉

(単位・百万円見〕

年度i総資本|資 資産流動資産量買票

一一一一一「一一一一一一一一一一一一一一一一1

1925 2，690 1，221 1，969 

1930 3，384 1，639 1，745 

193" 4，092 2，118 1，973 

1940 5，057 3，023 2，034 

1945 8，707 3，309 5，398 

1946 15，106 4，917 10，189 

1947 34，080 ム13，676 47，756 

1948 73，398 '" 35，390 108，788 

[資料] ，鉄道杭計年報" ，鉄道要覧』により，作成3

2，648 
3，347 
3，987 

4，769 
7，015 
0，931 

9，271 

44，585 

42 

36 

105 

288 

1，692 

4，175 

14，809 

28，813 

73.2 

51.6 

48.2 

4日2

62.0 

67.5 

140.1 

148.2 

ついに総資本額を上回る ιとになり，固定二資本は，極めてきびしい状況に陥っ

fこ。

戦争直後， 日本経済復興の担い千として，大いに期待されていた国鉄は，深

刻な経営危機に陥り，破産な財政状態に頻していたため，その改苧がますます

緊急な課題Fなη 売。当時では，特に，国鉄の官庁経常体制が批判のまととな

った。すなわち I戦後民主化の波のなかで，国内の世論は，特に戦時中の国

家体制のありかたに対して，強い批判を浴びせていた。そして，官庁組織のあ

りかた，制度の運用などを根本的に改革することを要求していた」目。

国鉄の会計制度は， 1906年に特別会計として一応確立され，その後，数回に

渡る改正を経て，整備されたが，会計制度は，なお一般官庁会計を基準として

いた。したがって，国鉄が赤字経営となると，一般会計の負担となるから，戦

後財政処理の方法として，国鉄における独立採算制の導入が論議され始めた。

輸送力の回復はもちろん，輸送水準の現状維持さえできな〈なった国鉄に対L

当時，その官庁行政的な経営体制，その会計制度の般本的な改革を要請する動

きが活濯になり，民首論から，特別官庁論に至り，多くの主張が展開された。

「国鉄の機構改革は，いわば日本の官庁機構の改革の中でも最も必要不可欠な，

5) 日み国有鉄道編『日ム国省鉄道百年史，通史』交通協力会.1975年， 387へージ
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しかも第 lに着手されるべき部門として早くから要請されたのである。J"'

インフレーションによる国鉄の経営危機を打開するために， 1949年から実施

されたドッジ政策に基いて，均衡予算の確立を目標に，国鉄の財政が経費の節

約と運賃収入の増加によってまかなわれ，国鉄財政の健全化をはかる方法とし

て，国営自動車に実施されていた独立採算性の導入という新しい課題が提起さ

れた。これは，戦争直後国鉄の公共企業体への発足の歴史的背景となった。

Il 公共企業体移行の直接動機とアメリ力占領軍の役割

以上では，国鉄経営体制改革の背景を見てきたが，このような国鉄制度改革

の実施，公共企業体の発足は，労働運動における争議権問題という全〈別の理

由を動機によって，実現されたのであるロすなわち I従来厳格な労働組織の

中にいわば埋没していた国鉄労働者は，戦後労働条件の改善と産業復興の要求

を掲げわれわれの眼前に現われ，伝統的な国鉄経営の機構をゆり動かしている。

これ等は国鉄の危機の具体的な現れであるが，ニのような危機を回避するため

に，国鉄経営の中に公共企業体の形態をとり入れ，独立採算制を採用すること

が当面の課題となっているのである。J"

1947年10月21日， 日本の国家公務員法が公布され，公務員の団結権・争議権

を認めた。その後，日本国内の労働運動が急速に展開された。こうした情勢に

対 L，1948年 7月22日，アメリカ占領軍のマッカーサー書簡が日本政府の芦田

首相に送られ，公務員法の改正と公務員争議行為の禁止を指示した。そして，

この畜簡の中では，固有鉄道と専売事来につい亡は，国家権力の行使に関係せ

ず，単に企業の運営に従事するにすぎないから，その職員の労働権は一般公務

員より制限を緩和し，そのためにも，固有鉄道，専売事業の組織を公共企業体

という独特の企業組織に転換すべきであると述べられている。このように，固

有鉄道の組織変更は，労働運動に対するアメリカ占領軍の政策という外部的原

6) 同上，第四巻I 1974年ョ 6ヘ ジ。

7) 島恭茸「日本資本主義と固有鉄道』日本評論社， 1950年， 4へージ。
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因によって，急速に実現することになった。これは日本の国有鉄道が公共企業

体へ移行する時の最も直接なきっかけ，動機及び理由となった刷。

さらに，国鉄の公共企業体への転換にあたり，アメリカ占領軍が決定的な役

割を果したと言えよう。

第 2次世界大戦後，ポツダム宣言に基っく連合軍，事実上アメリカ平の占領

体制は， 日本における軍国主義の除去，民主々義体制lの確立を目的とした。ア

メリヵ凸領府は，当時，敗戦国の日本に刻 L，絶対的な支配権を持っていたo

Fなわ"， I総司令部がその実際、の運用面における微細な点についてまで，厳

重な監督権を持ヮており，したがコて，一つ一つの細目についても日本側は総

司令部と逐一打ち合わせてその指令・勧告を仰がなければ，課ひ左つの改廃も，

定員の異動も不可能左 L、う状態に置かれ介。」ω

敗戦直後から，国鉄の経営形態の改草について，実は，日本側では，すでに

独自な検討が始まったわけである。しかも，その結果として， 1947年 4月に，

これまでの帝閏鉄道会計法に変わって，国有鉄道事業特別会計法が実施された。

これによって，国鉄の会計整理方式，会計運営，資金の調達方法などの面にお

ける改正が行われ，国鉄の会計は，企業会計化への第一歩を踏みだしたのであ

る1へさらに，この固有鉄道事業特別会計法が，予算，資金制度，運賃決定機

構などの面において自主性に欠けていたため，財政法，会音|法に対立す品企業

会計法を作ることが必要となった。国鉄側では，その方向に沿って，検討して

いくうちに，次第に，国鉄の経営機構を改革し，公共企業体という新しい組織

に移行することを認識し始めた。しかも，国鉄における独立採算制実施の要請

が次第に強まった。

8) 乙のことについて， I公共企業体の職員四労働条件に関する苦情または紛争を，友好的に調整
をはかり， 団体交渉の慣行と手続きを確立するJ(日本固有鉄道編前掲書，通史， 392へ ジコ
と評価するものもあるl"，一方， I乙のよラな国鉄の公社化の意図は， 日本の封働運動， とりわ
け官公労働者による戦後の労働運動の高揚を弾庄し，弱体ιさせるためのものですJ(平井都士

夫・，11ロ孝『同棋の再生Z新日本出臨時十.1983年， 42ベージ〕と批判するものもあるn

9) 日本国有鉄道編前掲書，第12巻， 5ページ。
10) 詳しいことは，同」二，通史， 374-375ベージを参照。
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しかし， 日本国憲法にもとづ〈国鉄組織の改正を自主的に実施する作業が完

成しないうちに，アメリカ占領軍により，公共企業体という組織への転換が指

令された。

1948年7月，日本政府あてのマッカーサ 書簡が固有鉄道を公共企業体にす

ると指示した。しかも Iその実現は，占領軍としての権限によって H本慣の

意向や事情は全く無視した形で急速に進めることが要請されたのである。」川公

共企業体というアメゾカからそのまま持ち込んできた経営形態は，日本にとっ

て全〈新しいものであり，その組織や機能について不明であり，日本政府側に

考慮する余地さえ与えなかった。

アメリカ式の公共企業体の導入については，それぞれの社会的背景，歴史的

基礎が異なるので， 日本はアメリカと全〈逆のコースをたどっていた。すなわ

ち，強力な資本主義経済機構が発達していたアメリカでは，本来民間企業が行

うべき事業を政府の管理，監督の下に置いて，行うために，公共企業体を創設

したのであるが， 日本では，本来の政府企業を公共企業体として組織替えする

ことになったのであるロしかも r資本主義国全般をみた場合， 19世紀の自由

競争の弊害を除去すoために，多〈の国では，鉄道・電信などの公共企業を国

営化または特殊企業化する傾向が現われてきていた。この点では日本の場合動

機は全く逆であった」山。

このような公共企業体の組織を導入する場合においては， 日本側の主体的な

調査，判断などはほとんど認められず， アメリカ占領軍総司令部の強引な要求

が最後まで日本側の判断を拘束することになった100 当時， 日本仰lでは，問題

が労使関係のみならば，国鉄を公共企業体にする必要がなく，労使関係を規制

11) 同.1:.， 389ベージ。
12) 同上，第12巷， 8ベージ。
13) この点にコいては，アメリノJ占領軍自主民は「国有鉄道の運官業事由執行i とつ亡突に大き

な障害となった。連合軍当局の当事者はおよそ日本の実情に対する理解を欠いたものが多しま
た鉄道業務の実際についても無知識のものが担当者となっていることが多かった 0]1そのような
立場に立って出される命令・指令は，多〈の場合輸送体制の混乱を引き起こすだけであり，これ
を理解させるのにj 固有鉄道の当事者は徒労ともいえる努力を集中しなければならなかったoJ
(問上.58-59へージ〕と日本国有鉄通側からのホ摘が多かった。
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する法律を作ればよいとし、う要求が出されたが， ところが， 1948年 9月日目，

アメリカ占領軍総司令部由、ら正式の申入れとして，国鉄を運営するための公共

企業体を設置するための法律を示すよう強く要求してきた。そのため， 日本側

は，イギリ月，アメリカ諸国の関連法案を参照し， 日本国有鉄道を公共企業体

に転換するための法律を作成した。この国有鉄道法は，第3回国会において可

決され， 1949γヰ6月1日から実施されることになった。

乙うして， 日本国有鉄道は，鉄道省・運輸省管轄の政府直営事業から，別個

の事業体に分離し，政府全額出資の独立採算性の公社へ移行した。しかも，会

計制度を始め，運賃制度など，公共企業体としての独立採算制の原則を採用し

たのである o

以上でわかるように， 日本国有鉄道の公共企業体への発足は，労働問題をき

っかけに，アメリカ占領軍の強力な推進によって実現されたのである。それに

しても，前にすでに述べたように，このような国鉄経営体制の改革を推進して

きた経済的背景も無視するわけにはいかない。すなわち rこのような占領体

制がなかったとしても，戦争によって大きな打撃を受けた国有鉄道が，戦後の

非常に困難な情勢のもとで，輸送の使命を果たしていく場合は，従来のような

官設官営方式そのままの体制でいくことは，やはり疑問とされたであろうfヘ

III 公共企業体の経営体制

1948年1~月，法律第 256 号日本国有鉄道法の公布によって，日本固有鉄道が

公共企業体という新しい経蛍体制Jに移行した。公共企業体としての国鉄は，そ

の発足にあたって，公共性と企業性が強〈要求され，その経営体制においては，

制度的，組織的な改革が必要となり，しかも，急速に進行したのである。

これらの改革は，アメリカ占領軍の指示にもとづいて進められ，官僚的な機

構の排除，管理機関の簡素化によって責任体制を明確化し経営能率を高めるこ

とを目標とした。その主な内容は，中央組織では， 日常の鉄道業務を運営する

14) 向上，通史.387ベジ。
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ための最高責任者を設立し，技術の国では，技師長官J度をつくり，会計経理の

面では，運輸の責任者から独立して経営経理を行う態勢をつ〈り，また，国鉄

の制度，法律的研究を進め，その責任者を置くことなどであった。これらの改

革によって，国鉄が新しい経営体制に転換したのである。このことは，国鉄の

地位，その会計制度及び経営組織などの固における変化として，現われていた

のであるo

まず，国鉄の新Lい地位が確立されたの Eある。すなわち， ιれま E運輸省

の中心的業務として，鉄道総局を主体として行われてし、た国鉄の経営は， 日本

固有鉄道という政府全般出資の法人としての独立した事業体になヮた。国鉄の

公共性を確保するために，その最高機関としての整理委員会が設立された。こ

の整理委員会は，同会の同意を得て，内閣が任命する 5人の委員と同鉄総裁か

ら構成されることになっていた。国鉄総裁が監理委員会に対し責任を負うも

のとされ，監理委員会が国鉄の最高機関として運輸大臣に対~，その責を負い，

また，運輸大臣が国会に対~，その責を負うこととされていた。

運輸大臣は，国鉄に対する監督を行うこととされている。ただし，公共企業

体としての国鉄の自主性を尊重するため，運輸大臣に許可，或いは認可を受け

るべき事項は，新線の建設，営業線の休止，廃止，他の運輸事業の譲り受け，

国鉄に関連する航路，自動車運送事業の開始などに限られている。また，予算，

決定等の財務も運輸大臣とともに，大蔵大臣の監督を受ける ζ とになった。

1952年7月の行政管理庁設置法の改正に伴い，国鉄は，部外の関係官庁の監査

として，運輸省，会計検査院及び行政管理庁から，業務，会計などの検査を受

けることになった。

国鉄の予算は，国の予算ではないが，国鉄法によって，蛍業収文と設備投資，

出資，債務償還及びこれらの資金調達について，収入支出予算を作成して，政

府関係機関として国会D議決を受ける ζ とになった。

公共企業体と Lての国欽の能率的な運営を確保し，官庁経営から脱出するた

めに，国鉄監理委員会は，直接に困鉄め経営に干渉せずア総裁以下の経営を指
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導・統制する権限と責任を持っている'"。総裁は監理委員会の推薦したものに

ついて，内閣がこれを任命することとされていた。国鉄を代表し，国鉄の意思

決定を行うのは，総裁をはじめ，副総裁，理事の役員であり，総裁以下の行う

経営は，官庁的な制約を受けないこととされ，国鉄の業務組織の決定も総裁に

一任された。

次に，国鉄の会計制度においても，犬きな変貌が見られた。国鉄の会計原則

につい ζは，公共企業体が発足する前にも， 日本では， すでに独立な改苧が行

われ， 1947年に，固有鉄道事業特別会計法が制定された。 ζれまで，国鉄では，

現金主義を基調とした官庁会計方式が取られていた。すなわち，収入がいかな

る目的，内容で支出されたかは単に現金収支で示されていた。その改革に土っ

て，発生主義kいう企業会計の原則が採用きれ，国鉄の財産の増減及び異動が，

その発生の事実に基づいて計理されるようになった1h

公共企業体の移行に伴い，これまで国鉄の業務に関係していた職員や，財産，

その他の権利と義務を運輸省から引き継ぐことになったが，公共企業体発足当

初においては，それにふさわしい会計制度がまだできておらず，画鉄の会計と

財務については，国鉄事業特別会計法，財政法，会計法，固有財産法など，全

く従前通りの法令を暫定的に適用することになった。

これらの経過をふまえて， 1953年 8月に，国鉄法第2次改正を行い，国鉄会

計告I皮の大改革を実施した。この改草は，国鉄の企業性と公共性の制度上にお

ける調和を最も重視Lていた。この改革によって，従来実施されてきた新しい

法律の内容に変わった。すなわち，従来権限と責任が不明確な監理委員会を経

営委員会と改め，明文化されていなかった予算，決算，事業と資金の計画，借

入金，鉄道債券発行および償還計画については，同委員会の議決を経ることと

した。また，国鉄予算に対する運輸大臣および大蔵大臣の協議と調整を簡潔に

15) ただし，この監理委員会の権限と責任が明確にされていないため.1953年8月1日の国鉄法白
改IEIこより，とれを経営苦員会に改臥その権限をより明確にした。

16) 詳細については，石川達二郎『国鉄一一機能と財政白構図』交通日本社， 1975年， 131-147ベ
ージ，東洋経済新報社編，前掲書.177-180ベータを幸照。
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し，予算における国鉄の自主1えが大幅に認められた。予算執行についても，官

庁会計と異なるような大幅な弾力性が与えられた。そのほかに，運輸大臣の承

認により，予算の流用，繰越等が可能となり，利益金の処分，現金の取扱方等

が企業にふさわしいように具体的に定められ，鉄道債券発行による民間資本導

入の道も閃かれた。

一方，国鉄は，会計検査院の会計検査を受付ることとなり，会計検査院には，

検査または検定の結果に基づく懲戒処分要求等の権限がある。

要するに I公共企業体発足後の会計処理の基準は，おおむね固有鉄道事業

特別会計法の考え方セ引き継いだもので，総体的には企業会計制度が採用され

ている。」山

そして，公共企業体の発足に伴い，それにふさわしい運営組織の確立も必要

となった。それで， 1949年 9月 1日，業務運営における責任体制の確立，事業

経営の能率化，業務管理の筒素化をはかるために，国鉄本庁の組織が全面的に

改革され，アメリカの方式が導入された。この改正の結果，庁には，総裁室，

技師長及び運輸局，法務局，経理局，営業局，資材局，厚生労働局の 6局が設

置された。この改正の主な特徴は，次の何点、が指摘できょう。

(1) 総裁の技術的スタッフとして技師長を設け，新線建設，大改良，鉄道電

力，電源開発など重要な工事の調賓，審議を担当することとされた。

(2) 従来の業務局の運賃制度や客貨の誘致など営業活動を一括担当する営業

局を設置することになった。

(3) 従来，鉄道経営における最も重要な輸送業務は，業務，運輸，施設，電

気，工作等独立した部局によって分担されていたため，相互間の連絡と協調に

欠け，責任を明確にしていなかったが，今度の改正によって，日常の輸送業務

を担当する運輸局が設置され，輸送，車両，施設の部門をまとめて管理Fるこ

とになった。

なお，国鉄の地方組織については， 1949年7月1日に，すでに改正が行われ，

17) 石川達二郎前掲吾， 133べ一九
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鉄道局経理部の資材関係業苧が独立し，各鉄道局の所在地に地方資材部が設置

されることになった。さらに. 195日年 8月1日に，国鉄の地方組織の大改正が

行われ，職能的な縦割組織方式が採用された。一線区の運営は一つの管理組織

に所属させる線区主義と地理的な諸要素を勘案して，従来の鉄道局・管理部を

廃止し， 27カ所の鉄道管理局， 19カ所の地方営業事務所， 27カ所の地方経理事

務所， 21カ所の地方資材事務所を設置した。これらの地方の機関は，それぞれ

本庁の運輸総局，営業局，経理局，資材局に直結するものとされた。

このような地万組識の改止によって，従来の本庁 鉄道局 管理部一一

現場の 4段階制を本庁 地方機関〈鉄道管理局，営業・資材・経理及び自動

車の各地方事務所〉一一現業機関という 3段階制に簡素化した。職能5J1j縦割り

の地方事務所を設けることによって，中央直結の能率化を図ろうとした。これ

は， これまでの官庁組織から脱却するための画期的な組織改造となった。

国鉄業務組織の決定は，従来官制Jあるいは法律で定めていたのを改め，国鉄

総裁に一任されることになり，組織に関する基本事項は「日本国有鉄道組織規

程」として制定された。

以上でわかるように，公共企業体発足後の日本国有鉄道は，新しい経営体制

に移行した。国鉄の地位，その会計制度，経営組織などの面において，いずれ

も，大きな変化が見られ，国鉄は，今までと全く異なる新しい出発を迎えたの

である。

しかし，この制度的な枠組みが，果して当初の目的どおり機したか，公共性

と企業性を統一することを目標とする公共企業体管理のあり方としては，適切

なものであったか， どうか，その後の経過を検討していかなければならない。

例えば，現実の国鉄の管理は，しばしば数多くの正力団体の影響下に置かれて，

その公共白百で，合理的な経営は， しばしば大きな困難に直面しているのではな

由主ろう由言。
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IV 公共企業体直後の国鉄経営

(211) 83 

公共企業体への転換は，従来一般行政官庁としての制度，機構によって運営

されてきた固有鉄道にとって，根本的な改平となった。当時，新しい経営体制

のもとで，出発した国鉄は，戦争の荒廃から立ち直り，経済再建の担い手とし

て，大きくj()J待された。

国鉄の新しい出発は，決して順調なものではなかった。戦災を受けた国鉄は，

戦争直後の混乱期において，運輸力の回復が非常に遅れていた。 I施設・車両

の復旧は占領軍によコて極端に抑止され，この復旧の木格的着手は，占領終了

後の1952年度以降となる。」山国鉄への段資は他産業に比べて， 111位に押えられ

ていたため， r国鉄の復興の他の企業分野からの立ち遅れは歴然、としてい

たJ19)。第 5表で示されているように，輸送量においては，公共企業体発足後，

量的には，ほとんど増加が見られなかった。そのうち，むしろ旅客輸送は低下

を見せた。貨物輸送につい

ては，増加が続いたが， こ

れは主として，朝鮮戦争に

お円る特需輸送によるもの

であろう。

1950年 6月25日に勃発し

た朝鮮戦争は， 日本経済に

特需景気を与えた。在庫品

が急速に減少し，生産は活

況を呈した。国鉄において

も，短期間のうちに，軍用

物資を朝鮮に輸送するため，

第 5蓑 国鉄輸送成績(公共企業体発足前佳〉
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18) 原田勝正「日本近代史における国鉄」シュリスト増刊綜合特集31，国鉄， 1983年， 27へ ジ。
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第7表国鉄の鉄道，船舶，

業 収入 | 
一一一一一一一

船舶似 自動車収入|里主品交|鉄道経費
一一ーす一一九一一一一一一一=fP'lI--一平丙

2，461，853 I 1，915，702 I 1，137，923 I 94，218，138 

3，289，492 I 2，349，田2I 1，335，426 I 98，304，873 

4，191，83引 3，0回，326I 3.491，280 I 155，807，578 

5，302，504 I 3，616，318 I 3，258，821 I 177，674，348 

6，022，775 I 4，083，082 I 3，489，683 I 203，943，023 

5，527，862 I 4，386，054 I 2，356，255 I 2日5，533，048

5，441，292 I 4，699，388 3，614，175 I 213，385，172 

[出所] 前表に同じ， 720~721ベージ。

車両，施設は最大限に動員された。特需輸送は固鉄の需要を拡大させ，輸送能

力の増強をもたらした。 r当時の占領下にあって，成立したばかりのこの公共

企業体は，まず占領軍へのサーピλ提供を第一義とされた。朝鮮戦争のさいの

軍事輸送は，一定期間内り輸送量でみると，第二次大戦中の軍事輸送量をはる

かに越える作業主となった。」包ω

公共企業体発足後の国鉄の蛍業収支については，前の第 1表で示されている

ように，好転が見られたU 営業収入に対する営業費が次第に低下 L，営業係数

20) 注18)11こ同じ。



別損益計算書

営

利子 及び
」債費車翠貫主主|

2，666，558 

3，180，673 
3，472，534 

4，504，219 
6，813，044 

8，442，152 
9.678.609 

公共企業体としての国鉄の出発

業 経費

減価償 却 費 | 富 市 財 長L_.rr 
1，318，886 I 649，864 I 115，219，339 

20，556，406 I 558，066 I 110，107，733 

19，268，380 I 849，534 I 186，494，857 

30，388，227 I 64，222 I 220，313，816 

32，561，633 I 51，582 I 251，750，855 

33，489，024 I 73，966 I 256，294，852 

46，99民716I 2，658，759 I 281，402，622 

自動車別損益計算表

営 業 経 費 損

(213) 85 

営業損益

ム 3，560，804

3，076，603 

ム 2，566，2U日

ム 2，089，095
313，917 

ム 3，585，207

ム18，437，502

益

船舶経費!自動車経費|資本経費等 鉄道損益|船舶損益|自動車損益

2，468，6千87円 3，009，4千32円 15，523，0千82円 11，924，9千19円6.6，8千34円ム1，093，7千30円

2，511，724 I 3，129，836 I 36，161，300 37，904，993 I 777，768 ム 780，284

3，435，040 3，661，791 23，59日，447 17，381，539 756，795 ム 605，465

3，829，293 3，853，507 34，956，668 28，372，730 1，473，211 ム 237，189

4，107，242 4，274，331 39，426，259 34，526，199 1，915，533 ム 191，249

4，102，539 4，654，123 42，005，142 34，906，427 1，425，323 ム 268，069

3，771，463 ム4，911，904 59，334，口84 35，825，094 1，669，829 ム 212，516

が低下し始めた。膨大な営業赤字が急速に解消1...，益金古えだすようになった。

その具体的な内容は，第6表で示されている。そのうち，貨物収入の増加が著

しく，旅客収入に追っ〈ことになった。苫らに，そのことを国鉄の交通手段別

に分け亡みると，第7表の通りである。すなわち，この間では，国鉄の鉄道，

船舶部門はいずれも黒字経蛍で，毎年大量の益金を生じていたが，国鉄の経営

赤字ほ，すべて国鉄の自動車部門によるものである。

もちろん，このような国鉄経営状態の好転が直ちに国鉄の公社化によるもの

であるというわけにはし、かない。とい号のは，前に述べた土うな朝鮮戦争に土
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る特需輸送が国鉄に与えた刺激のほかに，運賃の大幅な上昇，国鉄職員の削減，

労働の強化，減価償却費の過小評価，職員賃金の抑制，特に，社会経済情勢の

好転などの要因もあったからである目。

V 公共企業体としての問題点

公共企業体への移行は国鉄にとって，根本的な改革となり，その新しい出発

を意味するものである。こりような公共企業体は，独立法人，国の出資，固に

よる経営責任者の選任，独立採算制の実施，公共性の追求などの特徴があげら

れる'"。公共企業体への移行に上司て，同鉄がかかえている問題がすべて解決

されたというわけではなく，むしろ，公共企業体後の国鉄は新しい問題を迎え

た。特に，国鉄の制度面と財政面にもたらした問題が極めて大きい。

まず，制度面における新しい問題として 1独立採算性の採用と，企業にお

ける主体性の欠如という矛盾は，そのなかでも最大のものであり，また最も根

本的なものとなった。J23) r公法人であるにもかかわらず，主体的な経営理念や

判断・実行の余地をほとんどないまでに局限さ札，さらに，企業採算の確保を

必要条件として強制されるという基本的な矛盾がそこには伏在したJ'ヘ
公共企業体として発足後の1949年11月1日に定めた国鉄の「独立採算制実施

要綱」では 1事業の運営に当って経済的運営に適正な経営の規模並びに業務

量とこれに対応する経貨及び収入の基準を設定し，これを目標として経営活動

の統制]を図るもりとする」加と書かれている。国鉄は， 公共企業体として発足

するにあたり，能率的な運営によって鉄道事業を発展させ， もって公共の福祉

を増進する使命を担うと日本国有鉄道法第 1条に掲げるように，公共性と企業

性が強〈求められた。アメリヵ占領軍総司令部は，国鉄の官僚的機構排除と管

21) 詳しいことは，日本固有銑道編，前掲書，;m史， 412-415ベーシ，近代日本輸送史研究会編，
前掲苦， 82--il3へージ，東洋経済新報社編，前掲書， 67ページなどを参照。

22) 東洋経済新報社編，前掲書， 282-284へージを参照。
23) 日本国有鉄迫編』前調書，通史， 385ベージ。
24) 原田勝正，前掲論文， 27へージ。
25) 円本国有鉄道航前掲書.第12巻， 385へージ。
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理機構の簡素化により，責任体制lを明確にして，能率の向上をはかる ζ とを要

求した。

独立した公共企業体にふさわしい会計制度の設置が意図されたものの，公共

企業体発足の当時においては，国鉄財政は膨大な赤字をかかえ，復興に要する

資金などのため，一般会計から多額の繰入金を受けていたので，運輸省，大成

省と 7メ日カ占領軍総司令部は，慎重な態度主取り，公共企業体に転換した国

鉄の会計制度にっし、て，従来通りの法令を運用することにした問。 r国欽は企

業としての独立性を全〈認められていないJ，r新に『公共企業』の看板をかか

げた国鉄も，会計の面から旧来の官僚主義的経営に引戻されるおそれは充分に

ある。Jr国鉄の能率的運営を期待する『独立採算枠』のファン達を甚しく失望

させたJ'円。

1953年 8月，国鉄法第2次改正により，国鉄の予算に対する自主性が認めら

れ，予算執行についても官庁会計に異なり，大幅な強力性が国鉄に与えられる

ことになった。しかし，国鉄におけるこの基本矛盾が依然として残っているo

国鉄の場合，独立採算性の基本的要素である経営の自主性，特に財務の自主性

が著しく制約されている。すなわち，国鉄の予算は国会に提出しなければなら

ないし，国鉄の利益金は原則として一般会計に納付し，国鉄の損失については，

政府から交付金を受けることができるなどである。さらに，主要な役員の任命

に国が関与することにえとっており，経営のト νプマ不一ジメントの判断・決定

が直ちに事業運営に反映できないことになっている。 r公社としての国鉄は，

形式こそ中央政院すから独立した分離がJ機関であり，その組織も，地域ごとに広

域的な管理局をもっ分離的形態をもってし、ながら，現実には，運輸官僚機構と

一体j聞となった。

26) 独立保算性を全面的に実施しなかったもう一つの埋由は，すなわち，国銑旧公共企業体への静
行はその直接なきっかIjが封働問題の解決であるということである。 r従って『国有鉄道法』は
独立採算制よりも『公共企業体苦働関係法』と内的な結びつきを持っているJ(島恭茸，前掲書，
11ページ〕と指摘されている。

27) 同上. 10~11へージ。

28) 池上博「社会資本としての国鉄」ジ z リスト増刊綜合特集31，国扶， J9間年， 37へ i/。窒ノ
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次に，公共企業体として，新し〈出発した国鉄は，財政の固においても，大

きな問題が残されていた。公共企業体の発足に伴い，従来の固有事業特別会計

の資産および負債は，すべて公共企業体に引き継がれる ζ とになった。したが

って，戦時中の営業欠損，戦後混乱期のインフレーショ Y を受けて巨額にのぼ

った累積損失などは， ほとんどそのまま引き継がれた。第 B表は， 国鉄が1949

年 6月 1日に新しく公共企業体として出発する時の貸借対照表であるが， それ

によると， 国鉄の自己資本率，すなわち， 国有資本対負債の比率はわずか 6，7

実は負債の超過分を資産とし

国鉄の負債総額は資産の総

%である。それに， 表中の27億円の調整勘定は，

て擬制したものである。これを負債に加算すると，

額を超過することになわ， その自己資本率は 6_5%にすぎないこ正になる。 A 
斗ι

業としてみた場合は. これは最悪の状態と言えよう n この長期負債のうち，公

債が350億円，長期借入金が186億円であり，

20C億円の短期負債が残されていた。国鉄は，

さらに，短期借入金を中心とする

このように，重い負債を背負わ

されて，公共企業体として， 新しく出発したのである。

投 資

作 業

流 動

調 整

調 整

資 産

資 産

資 産

資 金

勘 定

第 8表 日本国有鉄道開始貸借対照表

1949年 6月 1日

方 貸

円1
47，006，302，632，84 固定 資 本

62，992，250，00 

21，507，573，364，64 

11，589，171，861.54 

15，000，000，00 

2，713，170，220.53 

負 債

長期負債

短期負債

引当金
減価償却引当金

未整理項目

計 1 . 82，89久叫331，55 計

[資料Jr日本国有鉄道百年史』第12也 659ベ ジ。

方

円

4，916，822，774，32 

73，112，753，894，97 

53，580，066，409，37 

19，532，687，485，60 

832，201，000，00 

4，032，432，662，26 

82，894，210，331.55 

〆賀実民も「形D上では，同位は組向の意思快音機能を持つ独立組織であるが，見方によりては.
実質は政府の内部組織に近い位置づけにあるとも言える.JC室賀実「組j織の概要と運営亙び今後
の課題」ジa リスト増引]綜合特集31，国鉄.1983芹， 61ベージ〕と指摘した。
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公共企業体として，発足した国鉄に残されていた諸問題は，戦後国鉄の経営

に大きな影響を与え，その後遺症が今日にも続いている。例えば，制度面にお

ける独立採算性の採用と企業としての主体性の欠如という矛盾は，今日に至り

国鉄の経営能率の向上にとって，大きな障害となっている。しかも「衰退産業

となった国有鉄道業に対する援助は『独立採算制』の建前のもとでますます困

難となってゆく』加。 また，当時，財政面における重い負債は， 今日の国鉄赤

字の最も基本的な要因 Eあろう。

(1984年 1月8口脱稿〉

国〉池上悼，前掲論文， 37ペ ジ。


